（別紙２）

予算要求資料
平成29年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：国民健康保険費　目：国民健康保険指導費
	事業名　 国民健康保険広域化等支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 国保改革準備係　電話番号：058-272-8434
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　6,113千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	6,113
	0
	0
	0
	0
	0
	6,113
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県は、平成30 年度から国民健康保険の保険者となり、財政運営の責任主体
として、保険給付費等交付金を市町村に交付するとともに、市町村から国保事業費納付金の納付を受けることとなる。
・この納付金等算定システムの稼働環境としては都道府県の職員が自ら算定業務を行う場合と国保連に算定業務を委託する場合が想定されている。

・国保連は国保法第83条に基づく法人として、全都道府県において国保の保

険者が共同して目的を達成するために設立されており、本県においても全市町村が加入するとともに、平成30年度以降は県も加入することになる。

・国保連は、診療報酬の審査・支払、特定健診・特定保健指導に関する事業や
様々な研修等、保険者の円滑な事業運営に資する事業を幅広くかつ専門的に
行っており、国保連を会員として組織された国保中央会を通して全国の横の
連携や厚労省等国の動向についても迅速な情報の収集・対応が可能である。

・県としては、納付金等算定システムの稼働を開始する平成28年度から次の
理由により算定業務を国保連に委託しており、平成29年度においても同様
に委託を行いたい。
	・専門知識を有しており、継続的に正確かつ緻密な算定業務が可能である。
・県に比べてデータ保全、セキュリティレベルが高い。

・納付金等算定システム開発委託先である国保中央会との情報共有が図りやす

く、制度改正やシステム改修等に迅速な対応が可能である。
・納付金等算定業務に必要なデータ集約において、既存の情報集約体制の活用が

　可能であり、市町村にとっても省力化が可能となる。
・納付金等算定業務の進捗や結果の把握を、県・国保連双方で行うことで、市町

村に課す納付金の信頼性が高まる。


（２）事業内容

・納付金等算定業務を国保連合会へ委託した場合の業務委託料
（３）県負担・補助率の考え方

・Ｈ28～29年度は国保改革の準備期間として、事業財源は国民健康保険広域化等支援基金からの繰入金を充てる。

（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	6,113
	上記２（２）のとおり

	合計
	6,113
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）後年度の財政負担

・制度改革後（H30～）の納付金等算定業務に要する経費は、県一般会計からの法定外繰入金が発生しないように、都道府県に対する地方財政措置の対象とならない部分については、市町村からの国保事業費納付金の算定に加算することとして市町村と調整する。
（２）事業主体及びその妥当性

・国保連合会は、国保業務全般について専門性に長けており、正確かつ効率的な業務が期待できる。また、データ連携においても国保連合会が所持するデータを活用することができ、データ保全・セキュリティの面からも有利である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	平成３０年度からの国保の制度改革により、県が行う市町村ごとの納付金や標準保険料率の算定について、その算定業務を国保連合会に委託することで、算定結果の正確性・信頼性を高め、制度開始に向けた県と市町村との協議を効果的・効率的に進めることとしたい。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	設定なし
	なし
（H   ）
	―

(H  )
	  ―  （H  ）
	―
（H  ）
	なし
（H  ）
	― ％


	


○指標を設定することができない場合の理由
	　市町村との協議への効果を数値化することは困難であるため。


（前年度の取組）

	国からの平成28年10月の納付金等算定標準システム配布後、委託先である国保連合会において国保事業費納付金や標準保険料率等の試算が開始され、その試算結果について市町村と協議を行った。


（前年度の成果）

	市町村との協議を踏まえて、あらかじめ設定した複数のパターンでの試算がなされ、それを活用した市町村との協議が円滑に遂行でき、さらなる試算への準備ができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	新制度への円滑な移行のためには、市町村との協議を効果的・効率的に進めていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	新制度開始に向け、国保事業費納付金や標準保険料率等の試算ができ、その試算結果をもとに市町村との協議を進めることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 ○
	業務委託により、データ作成・集約及びエラーチェック等の事務が軽減され、算定結果の分析やそれを踏まえたさらなる試算に向けた検討等に注力できるなど、より専門的かつ効率的な事務につながっている。


（今後の課題）

	算定等業務の効率化・円滑化と算定結果の正確性の両立


（次年度の方向性）
	県は新制度開始前の平成２９年度までに、平成３０年度以降の市町村納付金の配分ルールや市町村標準保険料率の算定ルールを決定する必要がある。

当該決定に際しては、市町村に様々な算定パターンを提示して協議する必要があり、また国の指示に沿って新たなデータを用いて算定する必要がある。さらに、平成３０年度以降は決定したルールに基づき、毎年納付金額や標準保険料率の計算を行う必要があるため、算定業務委託は引き続き実施する。


